
 

 

 

 

 

 

平 成 2 6 年 度 徳 島 市 市 民 病 院 事 業 会 計 予 算 



 （単位  千円）

備 考

１日１人平均 62,262円 １日平均患者数 260人
診療日数 365日

１ 病院事業収益 9,871,568

款 項

5,908,619

目 予 定 額

１ 医 業 収 益 8,345,639

受取利息及び配当金

501,502

医 業 外 収 益 1,520,929

100

室料差額収益 171,525 公衆衛生活動収益 58,611
その他  28,250

救急医療に対する負担金   429,647
保健衛生行政事務経費に対する負担金   7,882
災害時救急医療の備蓄経費に対する負担金  4,216

そ の 他 医 業 収 益

２

預金利息１

２

他 会 計 負 担 金

他 会 計 補 助 金

入 院 収 益

441,745

共済追加費用補助 79,234 基礎年金拠出金補助 101,442
研究研修費補助  18,497 児童手当補助  18,930
経営基盤安定化支援補助   71,556
新病院医療機器支援補助  135,430
医師確保対策補助 76,413

1,736,889 １日１人平均 14,830円 １日平均患者数 480人
診療日数 244日

外 来 収 益

４

３

２

平成26年度徳島市市民病院事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

258,386

１



 （単位  千円）

9,393,396

給 与 費 4,494,140

その他医業外収益

42,022

過年度損益修正益 5,000

７ 76,830

補 助 金 48,042

６ 退 職 給 付 引 当 金
戻 入 益

515,119

款

特 別 利 益 5,000

項 備 考

長 期 前 受 金 戻 入 337,314

３

予 定 額

款 項 目 予 定 額 備 考

目

施設使用料 11,335 駐車場使用料 56,000 その他 9,495

３

職員給与費(409人) 3,888,163 報酬（14人） 43,706
児童手当   22,185 賃金  540,086

１ 病院事業費用 12,487,893

１ 医 業 費 用

１

５

他 会 計 負 担 金

１

支 出

高度特殊医療に対する負担金  168,008
リハビリテーション医療経費負担金 65,050
周産期医療経費負担金 79,738  企業債利息負担金 202,323

４ 臨床研修医に対する国庫補助金  14,946
救急勤務医確保支援費県補助金  2,764
産科医確保支援費県補助金  4,552
がん診療連携拠点病院機能強化事業費県補助金 10,000
地域周産期母子医療センター運営費県補助金 10,900
認定看護師等育成支援事業費県補助金   4,500
新人看護職員研修事業費県補助金  380



薬品費  1,163,528 診療材料費 998,363
医療消耗備品費 10,286 給食材料費 2,152

2,174,329２

1,808,398 厚生福利費 11,825 消耗品費 30,838 報償費 72,917
消耗備品費  2,500 光熱水費 257,389 燃料費  400
印刷製本費  6,000 修繕費  126,897 保険料 29,673
賃借料  163,924 手数料 55,086 委託料 1,030,072
通信運搬費 11,601 旅費交通費 1,362 その他  7,914

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

316,752

研究材料費 694 図書費 5,810 旅費 24,700
研究雑費 8,861 謝金 1,420

資 産 減 耗 費

862,044

研 究 研 修 費 41,485

13,000

１

２

１

2,706,745

企業債利息  310,754 長期借入金利息  998
一時借入金利息  5,000

消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

16,000

50,000

5,000

そ の 他 特 別 損 失

２

３ 雑 損 失

382,752医 業 外 費 用

４ 予 備 費

１

５

2,701,745

３

２

４ 減 価 償 却 費

経 費３

材 料 費

貸倒損失    18,909 手当等   189,895
法定福利費   33,076 退職給付費  2,459,865

特 別 損 失

６

予 備 費 5,000

5,000過 年 度
損 益 修 正 損



款 項 目 予 定 額 備 考

医療機械器具等整備事業債１ 企 業 債 145,100

470,025

目 予 定 額 備 考項

２ 負 担 金 324,925

１ 建 設 改 良 費 150,100

資 本 的 収 入

資 本 的 収 入 及 び 支 出

款

１

１

収 入

１

医療機械器具購入 142,000 備品購入 8,100

 （単位  千円）

企業債元金償還金負担金             320,925
災害時救急医療の整備費に対する負担金 3,000
建設改良費に対する負担金             1,000

１ 資 本 的 支 出 1,151,157

元金償還金１ 953,557

953,557

１ 150,100

 （単位  千円）

企 業 債 償 還 金

企 業 債 145,100

支 出

２ 企業債償還金

資 産 購 入 費

他 会 計 負 担 金 324,925



３ 47,500他会計借入金
償 還 金

１ 他会計借入金償還金 47,500 元金償還金



（単位  千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失）

減価償却費

固定資産除却費

退職給付引当金の増減額（△は減少）

貸倒引当金の増減額（△は減少）

賞与引当金の増減額（△は減少）

法定福利費引当金の増減額（△は減少）

長期前受金戻入額

受取利息及び配当金

支払利息

未収金の増減額（△は増加）

未払金の増減額（△は減少）

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出

無形固定資産の取得による支出

平成26年度徳島市市民病院事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成26年４月１日から平成27年３月31日まで）

△３３７,３１４

△２,５９３,９１４

８６２,０４４

△１００

△３１６,７５２

１００

６１５,１６５

△１２７,７３１

△２１,９３６

１３,０００

１８,９０９

２,４１７,８４３

３６,６１９

９,３２４

△１９,３８１

３１６,７５２

２０８,０３５

９３１,８１７



一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

その他の企業債の償還による支出

営業運転資金に充てるための他会計借入金の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

（△は減少）

△８５５,９５７

△６５,５３４

資 金 期 首 残 高

資 金 期 末 残 高 １１６,８３８

１８２,３７２

３２４,９２５

１７５,２５８

１４５,１００

△４３７,４１０

△４７,５００

△５１６,１４７

資 金 増 減 額



（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

1

前

年

度

比

較

合 計 1 △ 2,682 

総 括

資本勘定支弁職員

 ※ 職員数欄の（ ）内は，再任用短時間勤務職員について外書き

8,364 74,376 52,139 2,850,2432,718,046 2,798,104

2,850,243 8,364 74,376 2,718,046 2,798,104 1 △ 2,682 

合 計 15 406 46,388 639,444

52,139 損益勘定支弁職員

4,304,548465,710 1,525,151

1

3,665,1041,627,855

資本勘定支弁職員

4,304,5481,627,855 465,710 1,525,151 3,665,104

7,154,791

1

損益勘定支弁職員 15 406 46,388

1,636,219 540,086 4,243,197

639,444

6,463,208合 計 15 407 43,706 691,583

1

691,583 7,154,79143,706 1,636,219 540,086 4,243,19715 407

資本勘定支弁職員

6,463,208

法 定
福 利 費

（千円）

合 計

（千円）
特 別 職

（人）
一 般 職

（ 人 ）
報 酬

（千円）
給 料

（千円）
賃 金

（千円）
手 当

（千円）
計

（千円）

給 与 費 明 細 書

区 分
職 員 数 給 与 費

本

年

度

1

損益勘定支弁職員



※ 本年度の退職手当には，新会計基準移行に伴い計上すべき額2,459,865千円（特別損失）が含まれる。

 （千円）

2,773 

172,211

169,438

△ 696 1,460 

154,371

154,259

112 

40,100

37,210

2,890 

 （千円）

退 職 手 当

前 年 度 23,938

本 年 度 53,935 884,353 2,544,865

扶 養 手 当

 （千円）  （千円）  （千円）

52,625 667,047

37,806

 （千円）

55,000 38,502

比 較 1,310 217,306 

手 当 の

内 訳

期 末 手 当
勤 勉 手 当

管理職員特別
勤務手当勤務

時間外勤務手
当時間外勤務

2,489,865 

宿 日 直 手 当

 （千円）

37,560 4,146

2,231 

31,286

25,398

区 分

地 域 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当 初任給調整手
当初任給調整

 （千円）

特殊勤務手当

 （千円）

夜間勤務手当 休日勤務手当 管 理 職 手 当

 （千円）  （千円）  （千円）  （千円）  （千円）

199,849 56,101 708 35,329 3,484 31,661

200,818 54,844 1,504

区 分

本 年 度

前 年 度

比 較 662 969 △ 1,257 796 △ 375 



 給料表の切替えに伴う経

 過措置の廃止による減分 人 人 人

人 人 人

人 人 人

 期末勤勉手当の増分

2,459,865 千円 制度改正に

 伴う増減分

2,667,900 

給 料 8,364 

2,718,046 

 る職員数

 職員数の異動状況

千円

 給料表の切替えに伴う経 △ 2,164 千円 減分

50,146  退職手当の増分 30,000 その他の増

手 当

 昇給に伴う

給料及び手当の増減額の明細２

△ 5,636

20,500 

13,656 千円 平成17年10月実施の給与

3

407

406

千円

 減額措置終了による増分

前年度

増 減

404

403

1

本年度

1

 (その他)

3

増 減 事 由 別 内 訳
（ 千 円 ）

 増加分

 その他の増

 減分

△ 12,136 

区 分 増 減 額
（千円）

備 考

(計)

説 明

 現に在職す

 平均昇給率 1.27％

 新陳代謝等による減分 △ 20,156 千円

 新陳代謝等による増分 22,310 千円

 過措置の廃止による減分

 退職手当の増分

208,035 千円



３

⑴

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額

行 政 職

299,894

363,491

41.2

（円） 330,860

平 均 年 齢

413,620

41.8

医 療 職 (一) (円)

平 均 給 与 月 額平成 25年１月１日現在

（円）

（円）

（歳）

（歳）

（円）

平成 26年１月１日現在

一 般 会 計 の 制 度

区 分

⑵ 初 任 給

237,700

医 療 職 (一) 医 療 職 (二) 医 療 職 (三)

給料及び手当の状況

職員１人当たり給与

490,398

1,133,096

47.7

494,367

1,113,590

48.5

305,420

384,515

42.2

336,040

414,864

42.8

301,579

369,264

41.4

321,121

385,582

40.8

医 療 職 (三) (円)

区 分

高 校 卒

178,200大 学 卒

行 政 職  (円)

140,100

172,200

医 療 職 (二) (円)

201,100

高 校 卒 140,100

医 療 職 (三) (円)

201,100

区 分 行 政 職  (円) 医 療 職 (一) (円) 医 療 職 (二) (円)

 ※ 再任用短時間勤務職員は含まない

 ※ 一般会計に対応する給料表がないため，国の制度を記載

大 学 卒 172,200 ※ 237,700 178,200



( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

58 100

3 5.2

(一)医 療 職

28 48.3

職 員 数
(人)

構 成 比
(％)

⑶

5

級別職員数

区 分
職 員 数

(人)

25 100

６級

７級

計

1 4.0

５級

20.0

4

3 12.0

計

5 20.0

3 12.0

平成26年１月１日現在

16.0

1

14 24.1

4.0

3 12.0

職 員 数
(人)

構 成 比
(％)

14 25.9

構 成 比
(％)

2 3.7

17 31.4

100

40.5

15 5.6

9.3

9.3

職 員 数
(人)

構 成 比
(％)

7 13.0

1 100

108

77 28.8

(二)

級

50 18.7

17

行 政 職

級

２級

３級

４級

医 療 職

5４級

８級

５級

６級

７級

6.4

４級

計

５級

5

54

１級

２級

３級 4

級

１級

２級

３級

13 22.4

医 療 職 (三)

1 100

267 100

１級

２級

３級

４級

級

7.4

計

１級

６級



( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

６級 3 11.5 ６級 7

１級 3 11.5 １級 1 1.7 １級 １級

1 100.0

２級 4 15.4 ２級 17 29.8 ２級 13 25.5 ２級 108 40.2

３級 4 15.4 ３級 25 43.9 ３級 5 9.8 ３級 17 6.3

４級 7 26.9 ４級 14 24.6 ４級 6 11.8 ４級 88 32.7

５級 3 11.5 ５級 16 31.4 ５級 16.0

13.7 ６級 13

43

4.8

７級 1 3.9 ７級 4 7.8

８級 1 3.9

51 計 26910026 100 計 57 100 計 100

 ※ 職員数及び構成比欄の（ ）内は，再任用短時間勤務職員について外書き

平成25年１月１日現在

1 100

計



６ 級

主 事

技 師

区 分 １ 級 ２ 級 ３ 級 ４ 級 ５ 級 ７ 級

課 長
局 次 長

事 務 長

看 護 部 長

８ 級

局 長

薬 剤 部 長

技 師 長

主 事

技 師

（級別の標準的な職務内容）

行 政 職
係 長

主 査
係 長 課 長 補 佐

医 療 職  (一) 医 員
主 任 医 長

医 長
診 療 部 長

院 長
副 院 長
総 括 部 長

医 療 職  (二)

主任栄養士
放射線技師

臨床検査技師
臨床工学技士
理学療法士
作業療法士
視能訓練士
栄 養 士

薬 剤 師
主任栄養士
放射線技師
臨床検査技師
臨床工学技士
理学療法士
作業療法士
視能訓練士
栄 養 士

薬 剤 師
主任栄養士
放射線技師

臨床検査技師
臨床工学技士
理学療法士
作業療法士
視能訓練士

主 査
薬剤部次長

副 技 師 長

医 療 職  (三)

主任助産師
主任看護師
助 産 師
看 護 師

看 護 師 長

看 護 主 査
看 護 師 長 看護部次長准 看 護 師



1

406

行 政 職

26

24

1

87.7

11

合 計

407

357

26

93.0

4

6

351

23

96.6

54

43

1

23 2

57

53

2

9

44

1

92.3

26

22

310

1

58

79.6

54

44

269

232

1

2

205

医 療 職  (三)

3

医 療 職  (一) 医 療 職  (二)

56

21

87.0

269

234

3

38

4

17

86.2

５号給以上 (人)

比 率 (B)/(A) (％)

4

81.5

(人)

４号給 (人) 315 19

84.686.5

21535

4３号給 7

46

12

(Ｂ)

(Ｂ)

(％)比 率

(Ａ)

２号給 (人)

(人)

３号給

職 員 数

１号給

(人)

１号給 (人)

(B)/(A)

４号給

５号給以上

区 分

本

年

度

⑷ 昇給

(人)

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

(人)

(人)

(人)

(人)(Ａ)

(人)

号 給 数 別 内 訳

号 給 数 別 内 訳

２号給

(人)昇 給 に 係 る 職 員 数前

年

度

 ※ 再任用短時間勤務職員は含まない



）

0.975

） ）

）

）

3.95  

76.2

有

1.9   

（ 0.975

（

1.9   

（

備 考

3.95  

 職制上の段階，職務の級

 等による加算措置

有

1.125 ）

1.125

有

3.95  

（ 2.1   

2.1   

（ 2.1   

 ※ （ ）内は，再任用職員の標準的な支給率

2.05  1.9   

（（ 0.975 ）

2.05  

（ 1.125

本 年 度

支 給 期 別 支 給 率

前 年 度

一般会計の制度

）

2.05  

  ６月 （月分）   12月 （月分）

（ ）

区 分
支 給 率 計

（月分）

支 給 対 象 職 員 １ 人 当 た り 平 均 支 給 月 額

⑹ 期末手当・勤勉手当

37,221

支 給 対 象 職 員 の 比 率
（ 平 成 26 年 １ 月 １ 日 現 在 ）

全 職 種

21,869

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称 医療業務手当，夜間等業務手当

98.3

116,685

90.7

8,069(円)

(％)

⑸

医 療 職 (一)

23.4

医 療 職 (三)

5.5

75.7

8.6給 料 総 額 に 対 す る 比 率

区 分

2.4(％)

特殊勤務手当

医 療 職 (二)



⑺ 定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

⑻ その他の手当

扶 養 手 当

住 居 手 当

通 勤 手 当

一般会計の制度との異同

同

同

同

区 分 差 異 の 内 容

49.59

35年勤続の者 最 高 限 度 そ の 他 の
加 算 措 置 等

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

20年勤続の者 25年勤続の者

27.025  36.57  

25.55625  34.5825  

支 給 率 等

一 般 会 計 の 制 度
（ 支 給 率 等 ）

支 給 率 等

備 考
（月分） （月分） （月分） （月分）

27.025  36.57  

49.59 定年前早期退職特例措置
（２％～45％加算）

区 分

平成26年６月30日まで

平成26年７月１日から

52.44 52.44

49.59 49.59

定年前早期退職特例措置
（２％～45％加算）

25.55625  34.5825  

52.44 52.44 定年前早期退職特例措置
（２％～45％加算）

定年前早期退職特例措置
（２％～45％加算）



（単位 千円）

包 括 業 務 委 託
3,637,000

平成24年度及び
平成25年度 1,382,989

平成26年度から
平成28年度まで 2,254,011 2,254,011

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

当 該 年 度 以 降 の 支
払 義 務 発 生 予 定 額

前 年 度 末 ま で の 支 払
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額

事 項 限 度 額

期 間 金 額 期 間 金 額

左 の 財 源 内 訳

病 院 事 業 収 益



１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ

２

未 収 金 １,１９７,７０４

１１６,８３８

有 形 固 定 資 産 合 計

ソ フ ト ウ ェ ア

（２）

（１）現 金 ・ 預 金

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

車 両

７１６,２５２

１,９８３

△４９,４２６

△２,５７８

４,５６１

器 械 備 品

減 価 償 却 累 計 額

３,８７２,４５３

減 価 償 却 累 計 額

△３,１５６,２０１

１５４,３２３

減 価 償 却 累 計 額

１１,１１５,５１４

建 物

減 価 償 却 累 計 額

１５,２５３,４０９

△４,１３７,８９５

構 築 物

１０４,８９７

４１,８９６

固 定 資 産

平成26年度徳島市市民病院事業予定貸借対照表（当年度分）

（平成27年３月31日）

（単位  千円）

資 産 の 部

８１８,３５４

（１）有 形 固 定 資 産

土 地

１２,７９８,８９６

１２,７５７,０００

（２）無 形 固 定 資 産

４１,８９６

無 形 固 定 資 産 合 計



３

イ

イ

イ

４

イ

ロ

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

（１）企 業 債

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

５９７,５８４

３０,７６７

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

２,４１７,８４３

引 当 金 合 計 ２,４１７,８４３

企 業 債 合 計 １３,９０７,０４３

引 当 金

１,１７８,７９５△１８,９０９

（３）

負 債 の 部

１３,９０７,０４３

貸 倒 引 当 金

（３）

１,３２６,４００

１４,１２５,２９６

１６,３７２,３８６

１,０３８,５０１

（１）企 業 債

貯 蔵 品

４７,５００

そ の 他 の 企 業 債 ４４０,９１７

固 定 負 債

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

退 職 給 付 引 当 金

他 会 計 借 入 金 合 計

（２）他 会 計 借 入 金

４７,５００営業運転資金に充て
るための長期借入金



イ

イ

ロ

イ

ロ

５

６

７

その他流動負債合計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

（２）

収 益 化 累 計 額

賞 与 引 当 金 ２０８,０３５

法 定 福 利 費 引 当 金 ３６,６１９

流 動 負 債 合 計

（５）そ の 他 流 動 負 債

５００

預 り 金 ２８,５１１

預 り 保 証 金

４７,５００

剰 余 金

資 本 の 部

（３）

負 債 合 計

資 本 金

営業運転資金に充て
るための長期借入金

他 会 計 借 入 金 合 計

（１）資 本 剰 余 金

２,６８１,５０２

未 払 金

繰 延 収 益 合 計

１８,４４８,５０２

引 当 金 合 計

１,８２９,８３４

（４）引 当 金

４７０,１６８

２４６,２８２

４７,５００

２４４,６５４

１,３９８,２００

△１,１５１,９１８

２９,０１１

他 会 計 借 入 金



イ

ロ

イ

負 債 資 本 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

他 会 計 補 助 金

（２）欠 損 金

当 年 度 未 処 理 欠 損 金

受 贈 財 産 評 価 額

資 本 剰 余 金 合 計

△７,００４,７０８

△４,３２３,２０６

欠 損 金 合 計

４０,７５９

△１０,０８５,９５８

３,０８１,２５０

１４,１２５,２９６

△１０,０８５,９５８

３,０４０,４９１



 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記  

 

１ 新会計基準の適用 

 当年度より，改定後の地方公営企業会計基準を適用して，財務諸表等を作成している。 

 

２ 資産の評価基準及び評価方法 

⑴ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

貯蔵品 先入先出法による原価法 

 

３ 固定資産の減価償却の方法 

⑴ 有形固定資産  

減価償却の方法  定額法 

   主な耐用年数 

    建物       ６年～３９年 

    構築物     １０年～３９年 

    器械備品     ２年～２０年 

    車両       ４年～ ５年 

⑵ 無形固定資産  

減価償却の方法  定額法 

主な耐用年数 

    ソフトウェア       ５年 

 

４ 引当金の計上基準 

⑴ 退職給付引当金 

   職員の退職手当の支給に備えるため，当事業年度末における退職手当の要支給額に相当する金額を計上している。 

⑵ 賞与引当金 



   職員の期末手当・勤勉手当の支給に備えるため，当事業年度末における支給見込額に基づき，当事業年度の負担に属する額を計上している。 

⑶ 法定福利費引当金 

   職員の期末手当・勤勉手当に係る法定福利費の支払に備えるため，当事業年度末における支払見込額に基づき，当年度の負担に属する額を計上して

いる。 

⑷ 貸倒引当金 

   債権の不納欠損による損失に備えるため，未収金のうち回収することが困難と見込まれる額を計上している。 

 

５ その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

⑴ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

⑵ リース取引の処理方法 

   リース取引開始日が平成 26 年３月 31 日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引は，引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

   平成 26 年度末の未経過リース料相当額は，下記のとおり。 

    所有権移転外ファイナンス・リース取引 

     １年内 １１５，９７９千円 

     １年超 ３２８，６０７千円 

      計  ４４４，５８６千円 

 

 

予定貸借対照表等に関する注記  

 

１ 企業債の償還に係る他会計の負担 

 貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む。）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は９，５９８，８２１千円である。 

 

 

 

 



 

 

セグメント情報に関する注記  

 

報告セグメントが１つのため，記載を省略している。 

 



１

２

３

４

９,１６６,０６８

（５）そ の 他 医 業 外 収 益 ７４,４３２ １,１８８,０１５

医 業 外 費 用

（４）国 県 補 助 金 ４０,１８８

（２）他 会 計 補 助 金 ６１６,０４８

（３）他 会 計 負 担 金 ４５７,２４７

医 業 損 失 ７５８,９７７

医 業 外 収 益

(１) 受取利息及び配当金 １００

（６）研 究 研 修 費 ３４,３４６

（４）減 価 償 却 費 １,０２４,３２３

（５）資 産 減 耗 費 １３,０００

（２）材 料 費 ２,０３０,１４９

（３）経 費 １,６７９,３６７

（１）給 与 費 ４,３８４,８８３

（３）他 会 計 負 担 金 ４５５,５２４

（４）そ の 他 医 業 収 益

５,９５６,７５５

（２）外 来 収 益 １,７３３,９８６

８,４０７,０９１

医 業 費 用

平成 25年度徳島市市民病院事業予定損益計算書（前年度分）

（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

（単位  千円）

医 業 収 益

２６０,８２６

（１）入 院 収 益



５

６

（２）雑 損 失 １７３,０１４ ５０５,３５４

前 年 度 繰 越 欠 損 金 ８,２３０,３３２

当 年 度 未 処 理 欠 損 金 ８,３０６,６４８

５,０００ ０

当 年 度 純 損 失 ７６,３１６

（１）過 年 度 損 益 修 正 損 ５,０００

（１）過 年 度 損 益 修 正 益 ５,０００ ５,０００

経 常 損 失 ７６,３１６

特 別 利 益

６８２,６６１

特 別 損 失

(１) 支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

３３２,３４０



１

イ

ロ

ハ

ニ

ホ

イ

１３,５２４,２７３

ソ フ ト ウ ェ ア ２９,７５１

有 形 固 定 資 産 合 計

２９,７５１

固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額 ２,９２６,７０１ ８３１,０２１

１３,４９４,５２２

（２）無 形 固 定 資 産

３,５２４,２３１

２,３７２

車 両 ４,５６１

減 価 償 却 累 計 額 ２,１８９

無 形 固 定 資 産 合 計

３,７５７,７２２器 械 備 品

（平成26年３月31日）

構 築 物 １５４,３２３

減 価 償 却 累 計 額 ４０,７２６

８１８,３５４

建 物 １５,２５３,４０９

減 価 償 却 累 計 額

平成25年度徳島市市民病院事業予定貸借対照表(前年度分)

（単位  千円）

資 産 の 部

固 定 資 産

（１）有 形 固 定 資 産

土 地

１１,７２９,１７８

１１３,５９７



２

３

４

イ

ロ

５１８,５６０

負 債 合 計 １,５３９,３８７

預 り 保 証 金 ５００

（１）未 払 金

２９,０１１

流 動 負 債 合 計

４８９,５４９

（２）そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債

預 り 金 ２８,５１１

固 定 負 債 合 計

固 定 負 債

（１）企 業 債 ８７８,３２７

（２）他 会 計 借 入 金

負 債 の 部

流 動 資 産 合 計

（２）未 収 金 １,２０７,０２８

（３）貯 蔵 品

資 産 合 計 １４,９４４,４４０

３０,７６７

流 動 資 産

（１）現 金 ・ 預 金

１,４２０,１６７

１４２,５００

１８２,３７２

１,０２０,８２７



５

イ

６

イ

ロ

ハ

イ

資 本 合 計 １３,４０５,０５３

当年度未処理欠損金 ８,３０６,６４８

受 贈 財 産 評 価 額 ４２,５５２

負 債 資 本 合 計 １４,９４４,４４０

欠 損 金 合 計 ８,３０６,６４８

剰 余 金 合 計 △４,１５２,１２３

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計 １７,５５７,１７６

剰 余 金

（１）資 本 剰 余 金

（２）

４,１５４,５２５

借 入 資 本 金

企 業 債 １４,８７５,６７４ １４,８７５,６７４

２,６８１,５０２

そ の 他 補 助 金 １４０,４２９

他 会 計 補 助 金 ３,９７１,５４４

資 本 の 部

資 本 金

（１）自 己 資 本 金

（２）


